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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第58期
第２四半期
連結累計期間

第59期
第２四半期
連結累計期間

第58期
第２四半期
連結会計期間

第59期
第２四半期
連結会計期間

第58期

会計期間

自  平成20年
　 ４月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ７月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (千円) 12,763,04810,769,3905,998,0315,231,96124,078,293

経常利益 (千円) 146,171 26,299 112,878 8,851 147,073

四半期純利益又は当期
純損失（△）

(千円) 129,313 21,624 118,168 16,385△155,328

純資産額 (千円) ― ― 3,046,8782,867,1252,772,925

総資産額 (千円) ― ― 13,840,38811,602,22512,149,546

１株当たり純資産額 (円) ― ― 458.60 431.61 417.43

１株当たり四半期
純利益又は当期純損失
（△）

(円) 19.46 3.26 17.79 2.47 △23.38

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 22.0 24.7 22.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,857,189983,423 ― ― 1,906,143

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △113,245△13,507 ― ― △135,110

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,539,270△900,005 ― ― △2,589,797

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 372,870 419,342 349,432

従業員数 (名) ― ― 223 220 221

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第58期は１株当たり当期純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておらず、第58期第２四半期連結累計（会計）期間及び第59期第２

四半期連結累計（会計）期間については潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 220

(注)　　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 55

(注)　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　

(2) 受注実績

該当事項はありません。
　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

洋紙卸売業 5,217,505 △12.8

不動産賃貸業 14,455 △0.3

合計 5,231,961 △12.8

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間の紙業界は、雇用情勢の悪化や個人消費の低迷など国内経済が厳しく推移

している中、需要が回復せず、厳しい経営環境が続いてまいりました。

かかる状況のもと、当社グループは、採算性を重視した販売活動を徹底してまいりましたが、需要の低

迷による大幅な販売数量の減少により、売上高は5,231百万円(前年同四半期比12.8％減)となりました。

利益面につきましては、販管費の削減や金融コストの圧縮を図ったものの、売上高の減少により営業利益

は17百万円(前年同四半期比86.4％減)、経常利益は8百万円(前年同四半期比92.2％減)となり、四半期純

利益は16百万円(前年同四半期比86.1％減)となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① 洋紙卸売業

当事業部門におきましては、売上高は5,217百万円(前年同四半期比12.8％減)となり、利益面では、

販管費の削減に取り組みましたが、売上高の減少により営業利益は5百万円(前年同四半期比95.5％

減）となりました。

　

② 不動産賃貸業

当事業部門におきましては、売上高は、36百万円(前年同四半期比0.1％減)となり、営業利益は12百

万円(前年同四半期比14.4％減)となりました。

　

（2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて547百万円減少し、11,602

百万円となりました。これは主に受取手形及び売掛金が338百万円、商品及び製品が184百万円それぞれ減

少したためであります。

　負債は、前連結会計年度末に比べて641百万円減少し8,735百万円となりました。これは主に支払手形及

び買掛金が324百万円増加し、1年内償還予定の社債が500百万円、短期借入金が400百万円それぞれ減少し

たためであります。

　純資産は、前連結会計年度末に比べて94百万円増加し、2,867百万円となりました。これは主に,

保有株式の時価上昇によりその他有価証券評価差額金が70百万円増加したためであります。
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（3）キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度末に比べて69百万円増加し、419百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の減少は、53百万円（前年同四半期は273百万

円の減少）となりました。これは主に売上債権が146百万円、たな卸資産が159百万円、未収入金が50百万

円、それぞれ減少し、仕入債務が416百万円減少したことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は、8百万円（前年同四半期は2百万円

の減少）となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の増加は、49百万円（前年同四半期は0百万円

の減少）となりました。これは短期借入金の借入によるものであります。

　

  （4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

（5）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年9月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,353,443 7,353,443
ジャスダック
証券取引所

単元株式
1,000株

計 7,353,443 7,353,443― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年９月30日 ─ 7,353,443 ─ 2,381,052 ─ ─
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(5) 【大株主の状況】

平成21年９月30日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本製紙株式会社 東京都千代田区一ツ橋１－２－２ 1,264 17.20

日本紙通商株式会社 東京都千代田区一ツ橋１－２－２ 731 9.95

日本紙パルプ商事株式会社 東京都中央区日本橋本石町４－６－11 715 9.73

国際紙パルプ商事株式会社 東京都中央区明石町６－24 441 6.00

株式会社ソリスト 東京都千代田区外神田３－８－12 218 2.96

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 182 2.48

林　　　いく子 東京都豊島区 180 2.46

巣鴨信用金庫 東京都豊島区巣鴨２－10－２ 180 2.45

郡司　光太 東京都渋谷区 132 1.80

株式会社東京都民銀行 東京都港区六本木２－３－１１ 131 1.79

計 ― 4,177 56.8

(注)　　上記のほか当社所有の自己株式が710千株（9.66％）があります。

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 710,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

6,613,000
6,613同上

単元未満株式 普通株式 30,443 ― 同上

発行済株式総数 7,353,443― ―

総株主の議決権 ― 6,613 ―

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社共同紙販ホール
ディングス

東京都中央区晴海
三丁目12番１号

710,000 ─ 710,000 9.66

計 ― 710,000 ─ 710,000 9.66
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 340 350 292 325 325 308

最低(円) 335 299 282 293 300 276

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

　役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役管理企画本部長
取締役管理企画本部長

兼人事部長
木　村　純　也 平成21年10月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、永和監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 625,342 555,432

受取手形及び売掛金 ※1, ※2
 4,716,030

※1, ※2
 5,054,259

商品及び製品 706,486 891,400

未収入金 ※3
 663,840

※3
 760,461

その他 61,508 67,928

貸倒引当金 △39,759 △51,909

流動資産合計 6,733,448 7,277,572

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,605,242 2,605,242

減価償却累計額 △1,184,967 △1,149,531

建物及び構築物（純額） 1,420,274 1,455,711

機械装置及び運搬具 302,147 302,972

減価償却累計額 △253,643 △248,345

機械装置及び運搬具（純額） 48,503 54,627

土地 1,501,769 1,501,769

その他 132,257 131,696

減価償却累計額 △95,220 △87,416

その他（純額） 37,037 44,280

有形固定資産合計 3,007,586 3,056,388

無形固定資産

のれん 737,356 757,284

その他 72,041 87,191

無形固定資産合計 809,397 844,476

投資その他の資産

投資有価証券 572,322 491,091

出資金 218,851 218,851

その他 ※1
 260,619

※1
 261,166

投資その他の資産合計 1,051,793 971,108

固定資産合計 4,868,777 4,871,973

資産合計 11,602,225 12,149,546
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,381,715 6,057,095

短期借入金 1,200,000 1,600,000

1年内償還予定の社債 － 500,000

賞与引当金 73,428 79,170

その他 156,682 227,292

流動負債合計 7,811,825 8,463,558

固定負債

社債 500,000 500,000

退職給付引当金 401,224 393,463

その他 22,050 19,600

固定負債合計 923,274 913,063

負債合計 8,735,100 9,376,621

純資産の部

株主資本

資本金 2,381,052 2,381,052

資本剰余金 776,560 928,340

利益剰余金 19,802 △153,767

自己株式 △258,061 △258,061

株主資本合計 2,919,353 2,897,563

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △45,561 △116,373

為替換算調整勘定 △6,666 △8,264

評価・換算差額等合計 △52,228 △124,638

純資産合計 2,867,125 2,772,925

負債純資産合計 11,602,225 12,149,546

EDINET提出書類

株式会社共同紙販ホールディングス(E02711)

四半期報告書

13/28



(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 12,763,048 10,769,390

売上原価 11,158,815 9,435,519

売上総利益 1,604,232 1,333,871

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 534,903 507,019

賞与引当金繰入額 81,253 69,156

退職給付費用 51,651 56,790

減価償却費 67,741 48,808

その他 692,948 626,000

販売費及び一般管理費合計 1,428,497 1,307,775

営業利益 175,735 26,095

営業外収益

受取利息 2,441 2,856

受取配当金 21,484 19,644

設備賃貸料 5,526 5,725

その他 6,307 2,788

営業外収益合計 35,759 31,014

営業外費用

支払利息 22,418 14,890

手形売却損 20,453 9,643

支払手数料 16,003 －

その他 6,447 6,275

営業外費用合計 65,323 30,809

経常利益 146,171 26,299

特別利益

貸倒引当金戻入額 10,284 14,950

特別利益合計 10,284 14,950

特別損失

固定資産除却損 ※1
 588 －

事務所移転費用 20,246 －

特別損失合計 20,834 －

税金等調整前四半期純利益 135,621 41,250

法人税、住民税及び事業税 6,307 19,625

法人税等合計 6,307 19,625

四半期純利益 129,313 21,624
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 5,998,031 5,231,961

売上原価 5,168,996 4,561,368

売上総利益 829,035 670,592

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 267,298 252,540

賞与引当金繰入額 44,194 34,322

退職給付費用 38,194 31,448

減価償却費 34,195 23,762

その他 316,531 311,083

販売費及び一般管理費合計 700,415 653,156

営業利益 128,619 17,435

営業外収益

受取利息 1,093 1,584

受取配当金 78 1

設備賃貸料 2,756 2,901

その他 3,643 1,086

営業外収益合計 7,572 5,574

営業外費用

支払利息 11,254 6,473

手形売却損 7,942 4,697

その他 4,116 2,988

営業外費用合計 23,312 14,158

経常利益 112,878 8,851

特別利益

貸倒引当金戻入額 7,785 △1,075

特別利益合計 7,785 △1,075

税金等調整前四半期純利益 120,664 7,775

法人税、住民税及び事業税 2,495 △8,610

法人税等合計 2,495 △8,610

四半期純利益 118,168 16,385
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 135,621 41,250

減価償却費 84,473 65,389

社債発行費償却 1,627 －

のれん償却額 20,022 19,928

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10,998 △12,149

賞与引当金の増減額（△は減少） 24,706 △5,742

退職給付引当金の増減額（△は減少） △587 7,761

受取利息及び受取配当金 △23,925 △22,501

支払利息 22,418 14,890

持分法による投資損益（△は益） 1,028 2,104

固定資産除却損 588 －

投資事業組合運用損益（△は益） 185 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,499,889 338,229

たな卸資産の増減額（△は増加） △126,770 184,914

未収入金の増減額（△は増加） △513,848 94,987

その他の資産の増減額（△は増加） 18,612 3,216

仕入債務の増減額（△は減少） △262,088 324,619

未払金の増減額（△は減少） △16,999 △1,289

未払消費税等の増減額（△は減少） － △44,209

その他の負債の増減額（△は減少） △34,384 △10,344

小計 1,819,571 1,001,055

利息及び配当金の受取額 23,856 22,696

利息の支払額 △21,214 △15,754

法人税等の還付額 44,521 6,311

法人税等の支払額 △9,546 △30,884

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,857,189 983,423
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △39,651 △5,711

有形固定資産の売却による収入 10 －

無形固定資産の取得による支出 △69,863 △1,300

投資有価証券の取得による支出 △8,098 △8,234

投資有価証券の売却による収入 3,117 1,740

貸付けによる支出 － △500

貸付金の回収による収入 1,240 497

投資活動によるキャッシュ・フロー △113,245 △13,507

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △2,538,930 △1,950,000

短期借入れによる収入 － 1,550,000

社債の償還による支出 － △500,000

自己株式の取得による支出 △316 －

配当金の支払額 △23 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,539,270 △900,005

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △795,326 69,909

現金及び現金同等物の期首残高 542,487 349,432

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 626,276 －

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△567 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 372,870

※1
 419,342
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　　　該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係）

　前第２四半期連結累計期間において区分掲記しておりました「支払手数料」（当第２四半期連結累計期間1,500

千円）は、営業外費用の合計額の100分の20以下であるため、当第２四半期連結累計期間においては営業外費用の

「その他」に含めて表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

１  経過勘定項目の算定方法 　固定費的な要素が大きく、予算と実績の差異が僅少のものについて

は、合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日)

　　　該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※1　個別引当の貸倒引当金（流動資産144,349千円、

　　　投資その他の資産139,551千円）が対象債権より

　　　直接控除されております。

※1　個別引当の貸倒引当金（流動資産152,042千円、

　　　投資その他の資産152,040千円）が対象債権より

　　　直接控除されております。

※2　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　172,573千円 

　　 手形債権流動化による譲渡高 　 2,898,394千円

※2　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　162,421千円 

　　 手形債権流動化による譲渡高    3,145,599千円

※3　手形流動化による受取手形譲渡代金未収金は次の 

　 　とおりであります。 

　　　 未収入金　　　　　　　　　　　605,658千円

※3　手形流動化による受取手形譲渡代金未収金は次の

　 　とおりであります。

       未収入金　　　　　　　　　　　662,065千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
　　　　　　　(自　平成21年４月１日
　　　　　　　 至　平成21年９月30日)

※1　内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 253千円

その他 335千円

　計 588千円

         ────────────────

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

(平成20年９月30日現在)

現金及び預金勘定 552,870千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△180,000千円

現金及び現金同等物 372,870千円
 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

現金及び預金勘定 625,342千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△206,000千円

現金及び現金同等物 419,342千円
 

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日

 至  平成21年９月30日)

　

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 7,353,443

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 710,650

　

３  新株予約権等に関する事項

　　　　該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

　　　　該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)

　

　
洋紙卸売
事業
(千円)

不動産賃貸
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

5,983,53514,4955,998,031 ― 5,998,031

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ 21,900 21,900　(21,900) ―

計 5,983,53536,3956,019,931(21,900)5,998,031

営業利益 114,19914,420128,619 ─ 128,619

(注)　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
洋紙卸売
事業
(千円)

不動産賃貸
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

5,217,50514,4555,231,961 ― 5,231,961

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ 21,900 21,900　(21,900) ―

計 5,217,50536,3555,253,861(21,900)5,231,961

営業利益 5,094 12,341 17,435 ─ 17,435

(注)　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。
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前第２四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年９月30日)

　

　
洋紙卸売
事業
(千円)

不動産賃貸
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

12,734,05928,98812,763,048 ― 12,763,048

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 43,800 43,800(43,800) ―

計 12,734,05972,78812,806,848(43,800)12,763,048

営業利益 146,55629,178175,735 ― 175,735

(注)　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
洋紙卸売
事業
(千円)

不動産賃貸
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

10,740,49928,89110,769,390 ― 10,769,390

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 43,800 43,800(43,800) ―

計 10,740,49972,69110,813,190(43,800)10,769,390

営業利益 2,478 23,616 26,095 ― 26,095

(注)　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。
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【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期

間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１

日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　全セグメントの売上高の合計高に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

　

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期

間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１

日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　
　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

１株当たり純資産額 431円61銭
　

　 　

１株当たり純資産額 417円43銭
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 19円46銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

１株当たり四半期純利益金額 3円26銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

（注）1.潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 2.１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 129,313 21,624

普通株式に係る四半期純利益(千円) 129,313 21,624

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 6,643,943 6,642,793

　

第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 17円79銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

１株当たり四半期純利益金額 2円47銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

（注）1.潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 2.１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 118,168 16,385

普通株式に係る四半期純利益(千円) 118,168 16,385

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 6,643,904 6,642,793

　

EDINET提出書類

株式会社共同紙販ホールディングス(E02711)

四半期報告書

23/28



(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　当社は、平成21年11月11日開催の取締役会において、下記のとおり当社の100％子会社である河内屋紙株式会社

（以下「河内屋紙」といいます。）及びはが紙販株式会社（以下「はが紙販」といいます。）を吸収合併すること

を決議し、河内屋紙及びはが紙販と合併契約書を締結いたしました。　

　１.合併の目的 

　　　当社は、平成20年４月１日に（旧）河内屋紙株式会社及び（旧）はが紙販株式会社が、それぞれ会社分割

　　により販売部門を100％子会社化（河内屋紙及びはが紙販）し、同時に分割会社同士が合併して持株会社体制

　　へ移行、それまでの旧両社の販売体制を維持しつつ経営基盤の整備・強化を図ってまいりました。 

　　　昨今の激変する経営環境の中、当社は、更なる販売体制の強化と、グループ全体の経営資源の集中化を図

　　り、効率的・機動的な経営体制を確保することを目的とし、平成22年４月１日（予定）を効力発生日とし

　　て、100％子会社である河内屋紙及びはが紙販をそれぞれ吸収合併することといたしました。

　２.合併の要旨

　（1）合併の日程

　　　　合併決議取締役会　　　　　平成21年11月11日（当社、河内屋紙及びはが紙販）

　　　　合併契約締結　　　　　　　平成21年11月11日

　　　　合併期日（効力発生日）　　平成22年４月１日（予定）

　　　　（注）本合併は、当社においては会社法第796条第３項に定める簡易合併であり、また、河内屋紙及びは

　　　　　　　が紙販においては同法784条第１項に定める略式合併であることから、いずれも合併承認株主総会

　　　　　　　を開催いたしません。

　（2）合併方式

　　　　当社を存続会社、河内屋紙及びはが紙販を消滅会社とする吸収合併であります。本合併による当社の新

　　　株発行及び資本金の増加はありません。

　（3）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

　　　　該当事項はありません。

   ３.合併会社の概要 　 （平成21年９月30日現在）

（1）商号

株式会社共同紙販
    　　  ホールディング
ス
　　　　　　（存続会社）

河内屋紙株式会社
（消滅会社）

はが紙販株式会社
（消滅会社）

 （2）事業内容 洋紙卸売業 洋紙卸売業 洋紙卸売業

 （3）設立年月日 昭和27年3月28日 平成20年4月1日 平成20年4月1日

 （4）本店所在地
東京都中央区晴海
三丁目12番１号

東京都中央区晴海
三丁目12番１号

東京都中央区晴海
三丁目12番１号

 （5）代表者の役職・氏名
代表取締役社長　
　　　　郡司　勝美

代表取締役社長　
　　　　郡司　勝美

代表取締役社長　
　　　　伊藤　政博

 （6）資本金の額 2,381百万円 10百万円 10百万円

 （7）発行済株式数 7,353,443株 200株 200株

 （8）純資産 　　 2,867百万円（連結）　　　 　 　21百万円 　　　　　  　６百万円

 （9）総資産  　11,602百万円（連結）　　　 　941百万円         2,749百万円

 （10）事業年度の末日 3月31日 3月31日 3月31日

（11）大株主及び持株比
率

 日本製紙株式会社
　　　　　　　　　　　　　17.20％
 日本紙通商株式会社
　　　　　　　　　　　　 　9.95％
 日本紙パルプ商事株式会社
                        
   9.73％
 株式会社共同紙販
           ホールディング
ス
 （自己株式）         　
9.66％
 国際紙パルプ商事株式会社
　　　　　　　　　　　　　 6.00％　

　
 株式会社共同紙販
           ホールディング
ス
                        
 100.00％

　
 株式会社共同紙販
           ホールディング
ス
                        
 100.00％
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当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

 ４.合併後の状況 　

（1）商号 株式会社共同紙販ホールディングス

（2）事業内容 洋紙卸売業

（3）本店所在地 東京都中央区晴海三丁目12番１号

（4）代表者の役職・氏名 代表取締役社長　郡司　勝美

（5）資本金の額 2,381百万円

（6）事業年度の末日 3月31日

　

 ５.会計処理の概要

　　本合併は「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　最終改正平成20年12月26日）及び「企業結合会計

　基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成20年12月26

　日）に基づき処理する予定であります。

　

　

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月11日

株式会社共同紙販ホールディングス

取締役会  御中

　

永和監査法人

　

代表社員 　 公認会計士    齋    藤    力    夫    印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    伊    藤    嘉    基    印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    荒    川    栄    一    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会

社共同紙販ホールディングスの平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会

計期間(平成20年7月1日から平成20年9月30日まで)及び第2四半期連結累計期間(平成20年4月1日から平成20

年9月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共同紙販ホールディングス及び連結

子会社の平成20年9月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結

累計期間の経営成績並びに第2四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は、たな卸資産の評

価基準及び評価方法について、従来移動平均法による原価法を採用していたが、当連結会計年度の第1四半期

連結会計期間から先入先出法による原価法に変更した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月11日

株式会社共同紙販ホールディングス

取締役会  御中

　

永和監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    齋    藤    力    夫    印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    伊    藤    嘉    基    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社共同紙販ホールディングスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期

連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１

日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共同紙販ホールディングス及び連結

子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期

連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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